
令和 5 年 3 月

令和 5 年度 令和 14 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,530 円 2,462 円

2,530 円 2,465 円

2,530 円 2,431 円

別添２－２

さくら市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 栃木県さくら市

事 業 名 ：
農業集落排水事業

(以下、「農集」といいます。)

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

　平成８年度　(26年目)
法適（全部適用・一部適用）

非 適 の 区 分
　法適用（全部適用）
　（平成31年４月より適用）

処 理 区 域 内 人 口 密 度
　32.4人/ha
　(令和３年度現在)

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

　無し

処 理 区 数 　１処理区(上野処理区)

処 理 場 数 　１処理場(上野水処理センター)

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　広域化・共同化：未実施
　最適化：令和４年度にさくら市生活排水処理構想を作成

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

　現行の使用料体系は平成20年度に改定されたもので（消費税変更による改定を除く）、基本料金と超過料金を合算する二部
使用料制を採用しています。なお超過料金は、使用水量が大きいほど単価が高くなる累進制を採用しています。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　一般家庭用や業務用等で区別せず、一律の下水道使用料体系を採用しています。

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　一般家庭用や業務用等で区別せず、一律の下水道使用料体系を採用しています。

令和元年度 令和元年度

令和２年度 令和２年度

令和３年度 令和３年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

職 員 数 　公共下水道事業の職員が兼ねていて、農業集落排水事業では職員の計上はありません。

事 業 運 営 組 織 　上下水道事務所　下水道課

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

　さくら市下水道事業は、処理場の運転・維持管理を、包括的民間委託で実施し
ています。

 イ　指定管理者制度 　未採用

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　未採用

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

　未採用

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

　未採用

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

処理区域内人口の予測

有収水量の予測

民 間 活 用 の 状 況

資 産 活 用 の 状 況

　事業計画区域の整備も完了していることから、行政人口減少の影響で、処理区域内人口
は減少していきます

　処理水量、有収水量については、今後の水洗化率の上昇を見込んでいるため、令和17年
度までは増加しますが、それ以降は減少に転じる見込みです。
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（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

使用料収入の見通し

施設の見通し

　さくら市では農業集落排水処理施設の最適化整備構想を策定しています。
　本計画に沿って、適切な改築更新を行い、下水道施設を健全な状況に保ちます。

組織の見通し

　現時点で、組織体制の見直しを行う予定はありません。

　将来の事業環境等を踏まえ、さくら市下水道事業では以下の取り組みを行います。

【基本方針１】環境負荷の低減

1-①水洗化率の向上
　市の広報や戸別訪問などにより、水洗化率の向上に努めます。

【基本方針２】安定した下水道事業経営

2-①ストックマネジメント計画に基づく、効率的な点検調査と改築更新費の平準化
　さくら市では下水道施設のストックマネジメント計画を策定しています。
　この計画では、最適な点検調査の頻度の設定や、リスクの検討を踏まえた改築更新事業の平準化を図っており、将来の維持管理費、建設改良費の低減に寄与
しています。
2-②投資財政計画の策定
　ストックマネジメント計画によりライフサイクルコストの低減を図った将来の投資計画を基に今後の財政収支の推計を行い、今後の財政状況や各種経営指標の将
来値を算定します。
2-③下水道使用料の適正化検討
　2-②の検討を基に、将来的にも独立採算の原則を確保できず、健全な運営が困難であると判断された場合には、下水道使用料の適正化を含めた検討を行いま
す。

【基本方針３】情報の公開

3-①情報公開
　下水道の経営状況や指標の達成状況について、ホームページや広報などを用いて情報公開を行います。

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　投資・財政計画（収支計画）について、以下の２ケースを添付します。
　①現行の使用料体系の場合
　②令和８年度に18％の使用料改定を行った場合

　①の推計を行った結果、計画期間内の経費回収率は平均で約52％と、100％に届かない結果となりました。
　そこで、経費回収率を向上させるため、令和８年度に18％の使用料改正を行うケースについて試算しました。（改定年度、改定率については、今後使用料改定検
討を実施して詳細に検討する必要があります。）

　使用料収入は、「有収水量の推計値×使用料単価」で算出します。使用料単価は、令和元
年度から令和３年度までの実績値の平均として、122.6円/㎥としました。
　毎年の使用料収入は、令和３年度の約11百万円から令和17年度の13百万円まで増加し、
その後は減少に転じる見込みです。
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① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標
①改築更新事業
　策定した最適整備構想を基に、老朽化した処理場、管渠施設の改築更新を進めます。

【建設投資額】
　農業集落排水事業では、令和5年度から令和1４年度の10年間で、改築更新事業を実施し、約1.5億円の建設投資が必要と見込まれています。

目 標
　国庫補助金などの補助制度を最大限活用します。また企業債については、将来の企業債償還金、企業債残高を確認しなが
ら、発行額を設定します。

【建設事業費の財源】
・建設事業費の財源となる国庫補助金や地方債は、建設事業費の内容に応じて、現在の国の制度により算定される額を計上しています。
・受益者分担金は新規接続者から徴収し、下水道事業の建設財源に活用します。

【企業債償還金と企業債残高の推移】
・既存施設の償還が概ね完了するため、企業債償還金は、現状から大きく減少します。
・企業債残高も令和９年度までは減少しますが、それ以降は改築工事の企業債を発行するため、増加傾向となります。

【収益的収入】
・主な収益的収入は下水道使用料となります。使用料改定を行わない場合、令和5年度から令和1４年度の10年間で、約1.2億円を見込んでいます。

【維持管理費】
　農業集落排水事業では、管渠や処理場の点検調査、処理場における汚水処理の経費（動力費や薬品費など）で、令和5年度から令和1４年度の10年間で約2.3億
円の維持管理費が必要と見込まれています。なお、電気料金については近年大幅に値上がりしていることもあり、この費用増加も見込んでいます。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

広域化・共同化・最適化に関する事項

【広域化・共同化】
・他団体の事例を参考に、連携協約に基づく自治体間での事務の共同処理や事務の委託による効率
化の動向を注視します。

【最適化】
・さくら市では令和４年度に生活排水処理構想を策定しました。この中で農集を廃止し公共に統合する
計画について検討を行いましたが、処理場の増設や管渠の布設にかかる費用などで、現時点では統合
しない方が有利となりました。今後、人口減少がさらに進んだ場合には統合が有利となると考えられま
すので、定期的に構想の見直しを行っていきます。

投資の平準化に関する事項
　最適整備構想を策定し、効率的な改築更新事業を行っています。
　現時点で、これ以外の平準化に関する計画はありません。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

　民間活用（PPP/PFI ）のうちDBO や従来型PFI、コンセッション方式 が有用であると考えられるため、
導入によるメリットが考えられる場合には、改築事業を含めたPPP/PFI方式の導入を検討していくことが
考えられます。

その他の取組
　上記以外の今後の投資に関する取組について、今のところ予定をしておりませんが、国の動向や他
都市の状況を注視し、必要に応じて検討を進めていきます。

使用料の見直しに関する事項

　現行の使用料体系では農集の経費回収率は100%には達しません。今回検討した投資・財政計画（収
支計画）では、経費回収率を100％とするためには、92％の使用料改定が必要との試算になりました。
　さくら市では公共（特環含む。）と農集の使用料体系は同じとしていることも鑑みて、使用料改定の時
期や改定率について、今後詳細な検討を進めます。

資産活用による収入増加
の取組について

　資源化工場は引き続き活用します。今後は処理場上部利用、下水熱エネルギーや管渠内空間の有
効利用に関する需要を注視し、必要に応じて適切な検討を行います。

その他の取組
　上記以外の今後の投資に関する取組について、今のところ予定をしておりませんが、国の動向や他
都市の状況を注視し、必要に応じて検討を進めていきます。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

　さくら市下水道事業は処理場維持管理の包括的民間委託を行っています。
　今後は委託の対象範囲を拡大するなどの検討を行っていきます。

職員給与費に関する事項 　現時点で、組織体制の見直しを行う予定はありません。

動力費に関する事項

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項
　最適整備構想に基づき、効率的な改築更新を進めることで、今後の修繕費は削減できると想定されま
す。

委託費に関する事項
　管渠の老朽化により管渠内カメラ調査清掃業務委託費は増加が考えられます。そのため適正に調査
管を選定するなど、委託の効率化を踏まえた上で費用を抑制します。

その他の取組
　上記以外の今後の経費削減等に関する取組について、今のところ予定をしておりませんが、国の動
向や他都市の状況を注視し、必要に応じて検討を進めていきます。

　近年、世界的な情勢の影響で動力費、薬品費等の増加が懸念されています。本投資・財政計画で
は、令和５年度予算を基に、現時点で想定される物価上昇を考慮していますが、想定した費用と実態が
大きく乖離しないかの確認を行います。



５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　本経営戦略は令和５年度から令和1４年度までの計画ですが、社会情勢が大きく変化する昨今では、数年で市の
下水道事業を取り巻く環境が変化することも考えられます。経営戦略における取り組みを確実に実施していくため、
今後はPDCAサイクルを活用した見直し・改善を行います。

　経営戦略の進捗管理（モニタリング）は各年度末に行い、収入・支出の推計値と実績が大きく乖離していないか、
また経費回収率が推計値を大きく下回っていないかの確認を行います。
　また、経費回収率の改善に向けた使用料改定について、令和５年度以降に検討を進めます。

　経営戦略の改定は５年後の令和９年度を予定していますが、上記の乖離が大きく、早期の見直しが必要と判断さ
れた場合には、前倒して改定を行います。

経費回収率向上に向けた
ロードマップ

　現行の使用料体系では、農集の計画期間内の経費回収率は平均で約52％と100％に届きません。
　そこで、経費回収率を向上させるため、令和８年度に18％の使用料改正を行うケースについて試算しました。
　※18％は公共（特環含む。）の経費回収率を100％とするために必要な改定率で、公共と農集で改定率を同じ
　　と設定しました。

【現行の使用料体系の場合】

【令和８年度に18％の使用料改定を行う場合】

　ただし、下水道使用料改定は市民生活に与える影響も大きいため、使用料改定の時期や改定率の決定に向けた
詳細な検討を、令和５年度に行う予定としています。

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

231.2 229.4 228.5 226.6 261.4 229.5 228.6 226.8 225.0 259.4
使用料単価（円/㎥） 122.60 122.60 122.60 122.60 122.60 122.60 122.60 122.60 122.60 122.60

53.02% 53.45% 53.66% 54.10% 46.91% 53.42% 53.62% 54.06% 54.49% 47.26%経費回収率

項目　/　年度

経営戦略策定期間（10年間）

汚水処理原価（円/㎥）

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

231.2 229.4 228.5 226.6 261.4 229.5 228.6 226.8 225.0 259.4
使用料単価（円/㎥） 122.60 122.60 122.60 144.70 144.70 144.70 144.70 144.70 144.70 144.70

53.02% 53.45% 53.66% 63.86% 55.36% 63.05% 63.29% 63.80% 64.31% 55.78%経費回収率

項目　/　年度

経営戦略策定期間（10年間）

汚水処理原価（円/㎥）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 ～ R24

経営戦略計画期間

経営戦略進捗管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

経営戦略の見直し ◎ ◎ ◎

使用料改定
（現時点の予定） 使用料改定

(予定)

経費回収率:公共
（目標）

- 81.51% 84.36% 83.50% 97.89% 98.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

検討 検討



栃木県　さくら市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 非設置 44,006 125.63 350.28 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

- 80.74 2.59 67.15 2,530

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

経営比較分析表（令和3年度決算）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

2. 老朽化の状況について

2. 老朽化の状況

全体総括

　当該事業は、計画区域の整備が完了しているた
め、維持管理が主な業務となっている。

　①経常収支比率は、100％を上回り、類似団体平
均値より高い状況である。しかし、使用料で経費全
額を回収できておらず、使用料以外の収入（主に一
般会計からの繰入金）で補填している状況である。
　③流動比率は、流動資産のうち現金預金の保有額
を増加させることができているため、類似団体平均
値を上回る状況である。
　⑤経費回収率は、経済的・効率的な汚水処理施設
の運転ができているため、類似団体平均値を上回っ
ているが、100％は下回る状況である。経営健全化
を目指すため、下水道使用料の改定を検討する必要
がある。
　⑥汚水処理原価は、経済的・効率的な汚水処理施
設の運転ができているため、類似団体平均値を下回
る状況である。
　⑦施設利用率は、適正な処理能力を有することに
より、類似団体平均値を上回る状況である。
　⑧水洗化率は、処理区域内における接続人口の減
少により、類似団体平均値を下回る状況となってい
る。

　現在、法定耐用年数（５０年）を超えた管渠はな
いが、施設点検や管渠カメラ調査等を実施し、適
宜、修繕や清掃を進めている。

　①有形固定資産減価償却率は、公営企業会計への
移行から間もないことにより、減価償却累計額が少
ないため、類似団体平均値を下回る状況である。

　当該事業は、整備が完了しており今後の整備拡大
の予定も無いことから、施設の更新が課題になる。

1,135 0.35 3,242.86 【】 令和3年度全国平均
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.16】 【128.23】 【34.77】 【786.37】

【86.91】【61.14】【256.97】【60.65】

【24.95】 【0.00】 【0.03】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 11,430 11,158 11,902 12,025 12,147 14,480 14,625 14,625 14,769 14,914 15,059 15,204
(1) 11,428 11,155 11,892 12,015 12,137 14,470 14,615 14,615 14,759 14,904 15,049 15,194
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 2 3 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

２． 36,531 37,214 35,156 35,638 36,290 33,534 36,970 34,553 36,223 36,249 36,090 41,399
(1) 23,000 23,683 21,615 21,398 21,520 18,933 22,247 19,295 20,075 20,284 20,171 24,496

23,000 23,683 21,615 21,398 21,520 18,933 22,247 19,295 20,075 20,284 20,171 24,496
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 13,531 13,530 13,531 14,230 14,760 14,591 14,713 15,248 16,138 15,955 15,909 16,893
(3) 0 1 10 10 10 10 10 10 10 10 10 10

(C) 47,961 48,372 47,058 47,663 48,437 48,014 51,595 49,178 50,992 51,163 51,149 56,603
１． 37,716 45,517 44,914 46,125 47,325 47,270 51,218 48,923 50,692 50,696 50,679 56,150
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 15,267 22,267 22,450 22,500 22,640 22,680 26,420 23,200 23,340 23,380 23,420 27,260
3,199 3,636 5,570 5,620 5,660 5,700 5,740 5,820 5,860 5,900 5,940 5,980

0 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
0 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

12,068 16,581 14,830 14,830 14,930 14,930 18,630 15,330 15,430 15,430 15,430 19,230
(3) 22,449 23,250 22,464 23,625 24,685 24,590 24,798 25,723 27,352 27,316 27,259 28,890

２． 3,383 2,800 2,144 1,538 1,112 744 377 255 300 467 470 453
(1) 3,383 2,800 2,144 1,538 1,112 744 377 255 300 467 470 453
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 41,099 48,317 47,058 47,663 48,437 48,014 51,595 49,178 50,992 51,163 51,149 56,603
(E) 6,862 55 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 55 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 △ 55 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,862 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(I) 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356 6,356
(J) 18,706 19,449 19,260 22,746 22,486 18,159 22,898 33,243 47,452 52,257 61,458 79,113

904 882 941 950 960 1,145 1,156 1,156 1,167 1,179 1,190 1,202
(K) 31,803 32,848 30,262 32,031 29,414 15,617 9,687 8,241 10,839 6,110 5,803 11,953

24,704 25,006 22,609 20,892 18,535 9,065 3,442 880 1,203 1,784 1,842 1,857
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

7,099 7,842 7,653 11,139 10,879 6,552 6,245 7,361 9,636 4,326 3,961 10,096
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 11,430 11,158 11,902 12,025 12,147 14,480 14,625 14,625 14,769 14,914 15,059 15,204

(N)

(O)

(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健 全 化 法 第 22 条 に よ り 算 定 し た
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 施 行 令 第 15 条 第 １ 項 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率 (（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費 及 び 資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

令和６年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和５年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 0 0 12,700 12,900 200 2,300 10,400 18,900 1,400 0 17,800

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 9,036 16,635 16,830 12,967 10,643 9,123 4,211 1,382 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 3,000 0 0 12,700 12,900 200 2,300 10,400 18,900 1,400 0 17,800

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 12,036 16,635 16,830 38,367 36,443 9,523 8,811 22,182 37,800 2,800 0 35,600

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 12,036 16,635 16,830 38,367 36,443 9,523 8,811 22,182 37,800 2,800 0 35,600

１． 3,267 1,000 0 25,547 25,865 504 4,612 20,806 37,930 2,988 0 35,879

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 24,091 24,704 25,006 22,609 20,892 18,535 9,065 3,442 880 1,203 1,784 1,842

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 27,358 25,704 25,006 48,156 46,757 19,039 13,677 24,248 38,810 4,191 1,784 37,721

(E) 15,322 9,069 8,176 9,789 10,314 9,516 4,866 2,066 1,010 1,391 1,784 2,121

１． 8,918 9,720 8,933 9,395 9,925 9,999 5,039 1,246 0 1,246 1,784 477

２． 6,404 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 △ 651 △ 757 394 389 △ 483 △ 173 820 1,010 145 0 1,644

(F) 15,322 9,069 8,176 9,789 10,314 9,516 4,866 2,066 1,010 1,391 1,784 2,121

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 122,266 97,562 72,556 62,647 54,655 36,320 29,555 36,513 54,533 54,730 52,946 68,904

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和３年度 令和４年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

23,000 23,683 21,615 21,398 21,520 18,933 22,247 19,295 20,075 20,284 20,171 24,496

23,000 12,520 11,077 10,933 11,037 10,743 10,462 10,730 11,514 11,828 11,820 12,450

0 11,163 10,538 10,465 10,483 8,190 11,785 8,565 8,561 8,456 8,351 12,046

9,036 16,635 16,830 12,967 10,643 9,123 4,211 1,382 0 0 0 0

9,036 8,164 8,331 8,502 8,677 5,618 4,211 1,382 0 0 0 0

0 8,471 8,499 4,465 1,966 3,505 0 0 0 0 0 0

32,036 40,318 38,445 34,365 32,163 28,056 26,458 20,677 20,075 20,284 20,171 24,496

令和１４年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度令和６年度令和５年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１３年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

負 担 金 等

計

そ の 他

令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

他 会 計 負 担 金

令和１４年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度



供用開始年月日 平 成 ９ 年 ３ 月 31 日

処理区域内人口 1,155人

計算期間
自 令 和 ５ 年 ４ 月
至 令 和 14 年 ３ 月

（10年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

11,428 13,965 13,965

0 0 0

36,533 36,220 36,220

47,961 50,185 0 50,185

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 100 0 100

0 1,200 0 1,200

0 0 0 0

0 1,300 0 1,300

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

3,199 5,779 0 5,779

0 2,000 0 2,000

0 50 0 50

0 0 0 0

11,134 12,330 0 12,330

129 280 0 280

14,462 20,439 0 20,439

給 料 0 0 0 0

諸 手 当 0 0 0 0

福 利 費 0 0 0 0

0 0 0 0

580 1,500 0 1,500

225 190 0 190

805 1,690 0 1,690

3,383 786 786 0

8,918 10,473 10,473 0

0 0 0 0

12,301 11,259 11,259 0

27,568 34,688 11,259 23,429

0

23,429

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.60

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

　現行の使用料体系では、公共（農集含む。）の計画期間内の経費回収率は平均で約53％と100％に届かないため、経費回収率を向上させるため、令
和８年度に18％の使用料改正を行うケースについて試算した結果、経費回収率は平均で60％となりました。
　※（18％は公共（特環含む。）の経費回収率を100％とするために必要な改定率）
　さくら市では公共（特環含む。）と農集の使用料体系は同じとしていることも鑑みて、使用料改定の時期や改定率について、今後詳細な検討を進めま
す。ただし、下水道使用料改定は市民生活に与える影響も大きいため、使用料改定の時期や改定率の決定に向けた詳細な検討を、令和５年度に行う
予定としています。
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